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令和 4年度介護事業実態調査(介護従事者処遇状況等調査)への御協力依頼について 

 

 

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、令和 4年度介護事業実態調査(介護従事者処遇状況等調査)により多くの介護サービ

ス施設・事業所のご協力をいただきたいとのことで、厚生労働省より本会宛に調査協力の依

頼がありました。 

厚生労働省では、介護サービス施設・事業所における介護従事者の処遇の状況並びに今般

創設された介護職員処遇改善支援補助金及び介護職員等ベースアップ等支援加算の影響等の

評価を行うとともに、今後の処遇改善や介護報酬改定のための基礎資料を得ることを目的に

「令和 4年度介護事業実態調査(介護従事者処遇状況等調査)」を実施するとのことです。 

調査客体は層化無作為に抽出され、また、調査実施時期は令和 4年 12月であり、厚生労働

省から調査対象の各施設・事業所へ 12月中旬をメドに郵送にて調査票(依頼文)が発送され、

調査票が届かない施設・事業所におかれましては、今回の本調査への対象ではないとのこと

です。 

現在、介護サービス施設・事業所におかれましては、新型コロナウイルス感染症への対応

にご多忙のことを重々承知しております。当会といたしましては、介護従事者処遇状況の実

情把握に資するものとして、今後の審議会等において活用される重要な調査であることから、

現場で働く方々の負担とならない可能な範囲でご協力賜りたく考えております。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知の上、郡市区医師会および会員

への周知方につきご高配を賜りますようお願い申し上げます。 

 

（添付資料） 

〇令和 4年度介護事業実態調査（介護従事者処遇状況等調査）へのご協力依頼について 

(令和 4年 12月 8日  老発 1208第 1号 厚生労働省老健局長 通知) 

  〇令和４年度介護事業実態調査（介護従事者処遇状況等調査）の実施について 







 

 

令和４年度介護事業実態調査（介護従事者処遇状況等調査）の実施について 

 

 

１ 調査の目的 

本調査は、介護従事者の処遇の状況及び介護職員処遇改善加算の影響等の評価を行

うとともに、介護報酬の改定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査時期及び公表時期 

（１）調査時期 

    令和４年１２月 

 

（２）公表時期 

    社会保障審議会介護給付費分科会介護事業経営調査委員会における結果の公表

は、令和５年４月頃を予定。その後、介護給付費分科会に報告。 

 

３ 調査対象等 

（１）調査対象 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、訪問

介護事業所、通所介護事業所（地域密着型通所介護事業所を含む）、通所リハビリ

テーション事業所、特定施設入居者生活介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業

所及び認知症対応型共同生活介護事業所並びに当該施設・事業所に在籍する介護従

事者等 

 

（２）抽出方法 

層化無作為抽出法により抽出 

 

（３）抽出率 

別表参照 

 

（４）調査項目 

ⅰ 施設・事業所票 

新型コロナウイルス感染症の影響、介護従事者の給与等の引上げの状況、介護職

員処遇改善加算の届出状況、介護職員等特定処遇改善加算の届出状況、介護職員処

遇改善支援補助金の届出等の状況、介護職員等ベースアップ等支援加算の届出等の

状況 等 

 

ⅱ 従事者票 

   介護従事者の給与等の状況（基本給の額、手当の額、一時金の額等） 等 

 



別表

介護老人福祉施設 約7,930 1/5 - - 1/2 1/1 1/1 1/1 1/1 1/1 1/2

介護老人保健施設 約4,090 1/5 - - 1/4 1/1 1/2 1/1 1/1 1/1 1/2

介護療養型医療施設 約280 1/2 - - 1/4 - 1/2 1/1 1/1 1/1 1/2

介護医療院 約560 1/2 - - 1/4 - 1/2 1/1 1/1 1/1 1/2

訪問介護 約29,580 - 1/4 1/1 - - - - - - 1/1

通所介護
（地域密着型通所介護を含む）

約37,450 1/2 - - 1/1 1/1 1/1 - 1/1 1/1 1/1

通所リハビリテーション 約7,160 1/2 - - 1/1 - 1/1 - 1/1 1/1 1/1

特定施設入居者生活介護 約5,060 1/5 - - 1/2 1/1 1/1 1/1 1/1 1/1 1/2

小規模多機能型居宅介護 約5,080 1/2 - - 1/1 - - 1/1 1/1 1/1 1/1

認知症対応型共同生活介護 約13,040 1/2 - - 1/1 - - 1/1 - - 1/1

※母集団数は「介護保険総合データベース」の施設・事業所数である。
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